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１．まえがき 

 

平成１７年４月１日から，「公共工事の品質確保

の促進に関する法律」が施行され，公共工事の品質

確保がより一層求められている． 公共工事の品質は，

受注者の施工管理や，発注者の監督･検査により担保

されている． 発注者としては，現場の監督・検査を

強化することが必要であるが，現状の監督･検査方法

に加えて，現場における出来形確認箇所や品質確認

回数を増やし，検査項目を増やすことは，現状の限

られた予算，人員の中では困難である． 
現場職員数の減少や取り扱い業務の多様化などに

より監督職員の臨場の機会は減少しており，現場で

品質を直接監視することが難しくなっているばかり

でなく職員の現場技術力育成に関しても難しい状況

になっている．臨場の機会減少を受け入れつつ，質

の高い監督･検査を実施し，公共工事の品質確保を確

保するためには，監督･検査をより確実にかつ効率的

に行う必要がある． 
確実かつ効率的な監督･検査を行うために，情報化

施工機器から取得できるデータを活用することが注

目されている．国総研 情報基盤研究室（以下，「本

研究室」）では，情報化施工技術の一つである施工

管理データを搭載したトータルステーションを用い

た出来形管理手法１)（以下，「TS 手法」）を提案し

てきた． TS 手法は，出来形管理としての３次元座

標データを容易に取得することができる． このよう

に，情報化施工の進展により，監督･検査職員が現場

で取得したり，施工者が電子データとして提出する

ことで，監督･検査に利用できるデータ流通が容易に

なった．これらデータを活用する手段として，監督･

検査職員の判断を支援することで監督･検査を効率

化するシステムを構築することが考えられる． 
本研究は，主に情報化施工機器より取得できるデ

ータを取り扱い，監督･検査を支援するシステムの開

発コンセプトを提案するものである．  
 

２．監督･検査の実態整理 

 

（１）監督･検査の体系化 

 今後，監督職員の減少によりに伴い，個人が担当す

る現場数の増加など様々な問題がでていること，また，

今以上の建設生産現場での品質確保の実施が迫られて

いる背景を踏まえ，監督･検査の効率的な実施に向けて，

監督･検査を体系的に整理し，情報化施工で得られる情

報項目を活用する方法と技術職員が確実に監督･検査

を履行できるような仕組み作りを考える基礎資料とす

ることを目的とし，監督･検査の実態整理を行った． 

現在の監督･検査に関わる全体の体系は図－１のよ

うにまとめられる. これまでの公共工事における監督

手法･検査手法･成績評定については，会計法と各地方

整備局等の定める工事技術検査要領･基準などに基づ
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き行われてきた. 特に，公共工事の検査は，給付の確

認，工事成績の評定，技術水準の向上を目的に，会計

法に基づく検査と地方整備局工事検査要領に基づく技

術検査を同時に実施してきた. 
 

（２）監督･検査に活用可能な情報化施工にて取得さ

れる情報 

情報化施工は，従来施工途中に記録していない情報

を蓄積することで効率的な管理を実施することが可能

となっている. 表－１は情報化施工における情報で，監

督･検査に利用可能な情報を示す． 
情報化施工より取得できる情報項目は施工しながら

取得できるため，工事を一時中断して検測するなどの

手間が省け，より効率的な監督･検査が実施できること

が確認できた．また，全数管理，言い換えると「面的

管理」により，監督･検査をより密に行うことができる

ことが確認でき，より良い監督手法･検査手法が確立さ

れる可能性がある． 

次に，施工者が保有する情報化施工にて取得できる

施工管理情報と，監督･検査情報としての出来形･品質

管理項目を比較し，整理した．例として，表－２に土

工の出来形管理項目の一部を示す. なお，品質管理項

目のうち,土の締固め試験など，材料の室内試験により

取得されるものは,発注者の確認が試験成績表などで

行われるため,現場から得られる情報では置き換えら

れない． 

発注者が監督･検査を行う際に活用可能な情報項目

を整理したことで,実現性が高く短期的に実現でき,現

行の監督･検査において発注者,受注者,双方省力化が

期待される項目と,現時点での実現性は低いが長期的

な実現を目指し,高品質化･均質化に寄与する項目とに

分類することができる． 

短期的に実現可能な項目については,TS･GPS を用い

た土工･舗装の出来形管理や転圧回数管理による土工

の品質管理が挙げられる． 一方，長期的に実現可能な

項目については,技術的･制度的な課題が残されている． 

表－１ 監督･検査に利用可能な情報 

図－１ 監督･検査に関わる全体の体系 

表－２ 発注者･施工者の情報項目比較（出来形） 
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例えば，発注者は施工高を表す情報化施工データを

求めているが，施工者が提供可能な情報は，情報化施

工機器の施工高さであるため，直接的に出来形を表す

データではない．このため，情報化施工に対応する検

測ツールの開発を進めることで，監督･検査において，

情報化施工データが有効活用される可能性がある． 

 

３．監督･検査を支援するシステムの基本コンセプト

の提案 

 

（１）監督･検査を支援するシステムに必要な機能 

監督･検査業務におけるシステム化領域を明確にす

るため，受発注者において課題となる項目をヒアリン

グにより明らかにした．課題から，監督･検査を支援す

るシステムに求められている機能が明らかとなった．  

第一に，監督職員および検査職員が臨場時に利用し，

作業の効率化･省力化を図るために必要な機能がある．

具体的には，全てを現場に持ち出すのが困難な帳票類

や現場で閲覧する必要がある図書の電子化と入力支援

機能などがあげられる． 

第二に，監督職員および検査職員が臨場時に直面す

る課題を解決するための補助となる機能がある．監督･

検査データを他業務へ利用したり，監督員と現場技術

員のコミュニケーションに活用したり，ノウハウを蓄

積できる機能などがあげられる． 

第三に，施工者が保有する情報化施工データなど施

工管理情報を直接確認できる機能が必要である．この

機能は，粗雑工事の監視や低入札工事の重点監督に用

いることを想定している． 

また，上記機能を有するシステムを実現するための

課題をヒアリング結果などから整理した． 

・ 現場職員にとって使いやすい情報端末であるこ

と． 

・ 情報端末で取り扱う，情報化施工機器から取得

できるデータの中で，監督･検査に活用可能なも

のは限られていること． 

・ 情報項目の追加には，制度面･技術面の課題があ

ること． 

・ 監督･検査行為の範囲を超える安全法令などの

データについては，より詳細な調査が必要であ

ること． 

（２）システム開発のコンセプト 

監督・検査を支援するシステムの開発は，実現性を

考慮し，３つのステップに分けて段階的に行うものと

した． 

a)第１ステップ（基本機能の開発と普及） 

システムの基本機能の開発と現場への普及を最優先

とし，最も実現性の高い以下の３機能の開発を行う． 

・施工プロセス検査支援機能 

 施工プロセスチェックシート入力を支援する機能 

・施工者保有情報利活用機能 

 情報化施工データのうち最も簡便に出力可能な出

来形帳票を閲覧する機能 

・設計データ確認機能 

 出来形管理基準，品質管理基準を閲覧する機能 

b)第２ステップ（端末機能と情報項目の拡張） 

機器の普及を踏まえた機能改良を行うとともに，高

度な利用を可能とするための機能追加や情報項目の拡

張を行う． 

・ノウハウの共用機能 

・工程表，スケジュール確認機能 

・情報化施工データの閲覧機能 

建設機械などからのデータを直接読み込む 

c)第３ステップ（他システムとの連携） 

監督･検査データの他業務への連携が行えるよう機

能を追加する． 

・他システムとの連携機能 

・その他ニーズの高い機能の実現 

以上から，監督・検査を支援するシステムの基本構

成を図－２に，監督を支援するシステムの開発コンセ

プトを図－３に示す．今後は開発コンセプトに基づき

具体的なサービスを実現していき，情報化施工データ

を活用する監督手法･検査手法を開発し，もって工事の

品質確保，品質向上に資する． 

 

４．あとがき 

 

現行の監督･検査基準および監督･検査職員の人員配

置では施工者が実施する頻度や密度で出来形･品質管

図－２ 監督･検査を支援するシステムの基本構成 
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理を行うことは難しく，従来通りの重要ポイントでの

立ち会いや写真による管理とならざるを得ない．今以

上の人員増加が見込めない現状においては，目視や人

手による測定を基本とする監督･検査手法には，物理的

に限界がある．施工の高品質化に追従した施工管理の

高品質化を実現するためには，情報化施工データを取

り入れ，臨場･目視重視からデータ重視に移行する新し

い監督・検査手法の導入が不可欠である． 

建設事業へのＩＣＴ導入により，施工管理の高度化

や効率化が図られ，より高品質な施工が可能となって

いる．監督職員･検査職員の臨場を支援し，現場におけ

る様々な情報を確認する作業を補助するシステムによ

り，職員が現場で技術的判断に専念できる環境が構築

できる．施工者は従来の施工管理に加え，情報化施工

を行うことにより頻度･密度ともに，より質の高い管理

が行えることが明らかとなった． 

また，土木工事は依然として人力による作業が多く，

個別作業の品質は作業員のスキルに依るところが大き

い．それらを一定レベル以上に保つことが施工管理業

務である．丹念に現場を回り細かい指示を出すことに

より人による「ゆれ」を排除し，品質を作り込んでい

く部分を機械による管理に置き換えることは困難であ

る．このため，施工中「アナログ」管理する場合の方

式をいかに平準化するかが施工プロセスで品質を作り

込む建設業の特徴となる． 

施工中の品質管理体制を各現場で保有し，統合的に

管理できること，人による「ゆれ」を防ぐ「ノギスの

役割」を持つチェックツールが必要であると考えるが，

現在までのところ，このチェックツールとしての検測

技術は，トータルステーションや，締固め機器による

間接的な密度管理方法などが実施されているものの，

効率的な方法には至っていない． 

今後の取り組みとして，監督･検査のコンセプトに基

づき，情報化施工技術を用いた監督･検査手法の具体的

なサービスを実現していく．対象として，締固め回数

管理における情報化施工技術を取り上げる．また，評

価技術や評価するための情報を改ざんできないように

するための方法について調査する． 
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